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　5月5日付朝日新聞に「変わる憲法論議　下」という記事が一面に掲載された。「護憲派の模索　リアリズムを求めて」と題されたこの記事では、改憲に反対する「九条の会」の事務局長である小森陽一東大教授の次のような言葉が紹介されている。多くの市民が北朝鮮の脅威に対して漠然とした不安にかられている中、護憲派はその不安に正面から向き合ってこなかったのではないか、と。また、斉藤駿さんは同記事で「国民の圧倒的多数が北朝鮮の脅威を不安に感じている。その現実から出発しなければ、九条については語れない」と述べている。これまで自衛隊の違憲性を問う声は広く認められてきたにもかかわらず、自衛隊の是非を問う議論では、もし日本が攻撃されたら、妻や子供を竹やりで守れるのかという意見から、自衛隊が容認されてきた。私たちは、このような現実に対し、憲法、自衛隊法を読み解き、また北朝鮮の脅威のリアリティを問うことで、考えていきたい。
　また、九条の解釈に関しては、日本も独立国家の固有の権利としての自衛権を放棄したわけではないとした上で、自衛力の保持が認められるかが争われることが多い。しかし、そもそも国家に自衛権はあるのだろうか。「憲法　改訂版」（創文社）において、樋口陽一は、近代立憲主義の考えからすれば、固有の権利を主張できるのは、人権主体としての個人だけであって、集合体としての国民も、それと同じものと説明される国家も、憲法によって明示的に与えられた権利・機能をもつにすぎないはずであり、少なくとも自衛権が国家に固有だという主張は、論証を要しないほど自明なものではない、と述べている。自衛権は国家に固有の権利であり、放棄することができないものなのか、この点についても考えていきたい。
　今回の発表では、皆さんの活発な議論を喚起したいと思うので、九条、自衛隊の是非について、それぞれの意見を持ってゼミに臨んでいただければと思います。
